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○栃木市就学援助費交付規則 

平成２７年３月２３日 

教育委員会規則第８号 

改正 平成２７年１２月２１日教委規則第１４号 

平成２８年３月２４日教委規則第６号 

平成２９年１２月２０日教委規則第２１号 

（目的） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定に基づき、経済的理由に

よって就学が困難と認められる児童生徒（同法第１８条に規定する学齢児童及び学齢生徒のうち市内

に住所を有する者をいう。以下同じ。）又は入学予定者（翌年度に小学校、中学校、義務教育学校又

は中等教育学校の前期課程に入学を予定し、市内に住所を有する者をいう。以下同じ。）の保護者に

対し、就学援助費（以下「援助費」という。）を交付することにより、義務教育の円滑な実施に資す

ることを目的とする。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（交付の対象者） 

第２条 援助費の交付の対象となる者は、児童生徒又は入学予定者の保護者で、次の各号のいずれかに

該当するものとする。ただし、他の自治体で同種の援助を受けている者又は援助を受けることができ

る者は除くものとする。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者（以下「要保護者」

という。） 

(2) 栃木市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が別に定める認定基準に基づき、要保護者

に準ずる程度に困窮していると認める者（以下「準要保護者」という。） 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（援助費目及び交付額） 

第３条 要保護者及び準要保護者に対し、次の費目を援助することとし、交付額は、教育委員会が別に

定める。 

(1) 学用品費 

(2) 通学費 

(3) 通学用品費 

(4) 校外活動費 

(5) 修学旅行費 

(6) 体育実技用具費 

(7) 新入学児童生徒学用品費等 

(8) 医療費（学校保健安全法施行令（昭和３３年政令第１７４号）第８条に規定する疾病の治療に
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要する医療費に限る。） 

(9) 学校給食費 

(10) 日本スポーツ振興センター共済掛金 

(11) その他教育委員会が教育上必要と認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法第１３条の規定による教育扶助を受けている要保護者につい

ては、同項第１号から第４号まで、第６号及び第９号に規定する費目について、同法第１２条の規定

による生活扶助を受けている要保護者については、同項第７号に規定する費目について、援助費の交

付を行わないものとする。 

（交付の申請） 

第４条 援助費の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、就学援助費交付申請書（兼

同意書・委任状）（別記様式第１号。以下「申請書」という。）を教育委員会に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、入学予定者の保護者のうち新入学児童生徒学用品費等の交付を入学する

年度の開始前に受けようとする者（以下「入学前申請者」という。）は、新入学児童生徒学用品費等

入学前交付申請書（兼同意書・委任状・口座振替依頼書）（別記様式第２号。以下「入学前申請書」

という。）を教育委員会に提出しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、要保護者については、栃木市福祉事務所長からの報告をもって当該申

請があったものとみなすことができる。 

４ 教育委員会は、第１項又は第２項の規定による申請に当たり、必要があると認められるときは、審

査のために必要な書類の提出を求めることができる。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（交付の決定） 

第５条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、援助費の交付の

可否を決定するものとする。この場合において、必要があると認めるときは、児童生徒の属する学校

の学校長（以下「学校長」という。）、民生委員等の助言を求めることができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定により援助費の交付の可否を決定したときは、就学援助費（新入学児童

生徒学用品費等入学前）交付決定通知書（別記様式第３号）又は就学援助費（新入学児童生徒学用品

費等入学前）不交付決定通知書（別記様式第４号）により申請者又は入学前申請者に通知するものと

する。この場合において、申請者への通知は、学校長を経由するものとする。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（交付の対象期間） 

第６条 教育委員会が定める年度当初の期日までに申請書の提出があった者に係る援助費の交付の対

象となる期間は、４月１日からその属する年度の末日までとする。 

２ 前項の教育委員会が定める年度当初の期日後、年度途中に申請書又は入学前申請書の提出があった
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者に係る援助費の交付の対象となる期間は、その申請書又は入学前申請書の提出があった月の翌月の

初日からその属する年度の末日までとする。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（学校長への委任） 

第７条 援助費の交付を受ける者は、その請求、受領等の権限を学校長に委任するものとする。ただし、

教育委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（交付の方法等） 

第８条 教育委員会は、学期ごと又は随時に援助費を交付するものとし、前条の規定により委任を受け

た学校長は、速やかに援助費の交付を受ける者に交付するものとする。ただし、援助費の交付を受け

る者に交付することによって児童生徒の就学に支障が生じる場合は、学校長が直接児童生徒に対し現

物により交付することができる。 

２ 学校長は、援助費の交付を受ける者が負担する学校徴収金に滞納がある場合には、申請書又は入学

前申請書による委任に基づき援助費の全部又は一部を充当することができる。 

３ 医療費の交付は、学校長からの医療券の支給申請があったものに限り交付するものとし、その支払

については、原則として医療機関からの請求に基づき、教育委員会が当該医療機関に対し直接支払う

ものとする。ただし、やむを得ず個人負担分として支払った医療費は、その者からの請求に基づき交

付することができるものとする。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（個人別支払明細書の備付け） 

第９条 第７条の規定により援助費を取り扱う学校長は、別に定める児童生徒に係る就学援助費個人別

支払明細書（以下「個人別支払明細書」という。）を備え付けるものとする。 

２ 学校長は、前条第１項に規定する援助費の交付事務が完了したときは、速やかに個人別支払明細書

を教育委員会に提出し、その確認を受けるものとする。 

（変更の届出） 

第１０条 援助費の交付を受ける者は、第４条の規定による申請に係る事項に変更が生じたときは、速

やかに教育委員会に就学援助登録内容変更届（別記様式第５号）を提出しなければならない。 

（交付の取消し） 

第１１条 教育委員会は、援助費の交付を受ける者が次の各号のいずれかに該当するときは、援助費の

交付の決定を取り消すものとする。 

(1) 第２条の規定に該当しなくなったとき。 

(2) 偽りその他不正な手段により援助費の交付を受けたとき。 

(3) 辞退の申出を受けたとき。 

(4) 入学予定者が小学校、中学校、義務教育学校若しくは中等教育学校の前期課程に入学しなかっ
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たとき、又は当該学校に入学する前年度において市内に住所を有しなくなったとき。 

２ 教育委員会は、前項の規定により援助費の交付の決定を取り消したときは、就学援助費（新入学児

童生徒学用品費等入学前）交付決定取消通知書（別記様式第６号）により、援助費の交付を受けた者

に通知するものとする。 

（平２９教委規則２１・一部改正） 

（返還） 

第１２条 教育委員会は、前条の規定により援助費の交付の決定を取り消したときは、援助費の交付の

決定を受けた者から既に交付されている援助費の全部又は一部を返還させることができる。 

（補則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、援助費の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年教委規則第１４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の栃木市就学援助費交付規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」

という。）以後の申請書及び届から適用し、施行日前になされた申請書及び届については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２８年教委規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の就学援助費交付規則の規定は、その規則の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後の申請書及び届から適用し、施行日前になされた申請書及び届については、なお従前の例

による。 

附 則（平成２９年教委規則第２１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の栃木市就学援助費交付規則の規定により提出されている書類は、

改正後の栃木市就学援助費交付規則の相当規定により提出されている書類とみなす。 
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別記様式第１号（第４条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

別記様式第２号（第４条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

別記様式第３号（第５条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

別記様式第４号（第５条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

別記様式第５号（第１０条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

別記様式第６号（第１１条関係） 

（平２９教委規則２１・全改） 

 


